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今後の国土計画の検討において，極めてまれにしか発生しないものの，ひとたび生じると甚大な被害を

もたらす低頻度メガリスクを考慮することが求められている．そこで本研究では，津波リスクの評価に確

率論的手法を適用する．まず，津波の損失規模（建物被害額）と発生確率との関係を示す津波リスクカー

ブをGISを用いて作成し，これを用いて対応策による損失額低減を検討する．このために，南海トラフ沖

地震を想定し，静岡県を対象として小地区別に津波規模に応じた建物被害額を推計した上で，リスクカー

ブを作成した．その結果，沿岸部に人工建物が集中している地域で巨額の被害が生じる確率が非常に高く

なることが示された．また，自治体や小地区の範囲での津波リスクの定量把握が可能となった． 
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1. はじめに  
 
東日本大震災による地震，それに伴う津波により，我

が国は甚大な被害を受けた．10m以上の高さの堤防が破

壊され，原発事故も起きるなど，地震学者でさえ予想し

ていないマグニチュード9.0の地震による被害は，これ

までの国土計画における「安全神話」を根底から覆した．

これらを契機に，我が国ではいわゆる「想定外」であっ

た低頻度メガリスク災害に対応するための議論が活発に

行われている．何が「想定外」であり，なぜ「想定外」

だったのかが再検証され，これまで考えられてきた「想

定」を見直す考えが多くのメディアや専門家によって取

り上げられてきた．その1つとして，2012年8月に中央防

災会議より公表された報告書1)では，前回の報告書2)を大

幅に見直し，マグニチュード9.1クラスの地震が発生し

た場合の被害規模を推計した結果，建物被害，死者数は

従来の推計の数倍になるとされた．これは現時点で最大

規模の想定とされている． 
また，堤防などのハード整備を進めるための体制や，

住民・自治体との合意形成手法といった，具体的な施策

導入の観点からも，「防災」だけではなく「減災」を取

り入れた施策を検討する必要性が提言されてきている．

そのためには，地域や自治体での適切な災害リスク管理

を行うことが重要である． 
しかし，具体的な施策の検討や，住民・自治体との合

意形成は，現時点での最大規模の被害想定のみでは十分

になしえないと考えられる．その理由は，「いつ」「ど

れ程の規模で」発生するのか分からない災害に対して，

どのレベルまでは「防災」し「減災」するのかを決定し

なければならず，さらに具体的な施策を実施する場合に

も，発生しうる様々な災害を想定し，発生確率とその被

害を相対的に検討する必要があるからである．すなわち，

多様な想定を行い「リスク」を定量的に把握し，それを

基にハード整備のみならず様々な施策の組み合わせによ

る被害低減を考慮することが必要である． 
リスクの定量把握には，一般に確率論的手法が用いら

れる．地震リスクの定量評価は多数行われており，災害

保険額の決定手法として確立されている3)．しかし津波

については，ハザードの定量評価が先行しており4),5)，リ

スク事象の定量把握を行っている研究は少ない．その理
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由として，津波が地震の規模に依存する二次的なリスク

事象であり，また発生頻度や規模を予測することが困難

なことが考えられる．また，津波防災インフラの有無や

都市の規模によって被害が異なることも，リスク事象の

定量把握を困難としている． 
本研究では，津波被害事象を独立として考慮し，シミ

ュレーションを用いて推計した津波浸水による建物被害

額を損失額とすることで，確率論的手法を津波被害に適

用し，その損失を定量的に示すことを目的とする．さら

に，被害対策を行った場合の建物被害額低減効果につい

て示す． 
 
 
2. 津波リスクの定量化 

 
 本研究では，南海トラフ沖地震によって生じる津波を

想定し，静岡県全域を対象とした津波浸水高さを推計し，

リスクカーブを作成する． 
 
(1) リスクカーブ作成の考え方 

 リスクカーブを津波被害へ適用するためのフローを図

-1に示す．リスクカーブとは縦軸に災害の年超過確率，

横軸に予想損失額をとる．本研究では災害を津波被害に

限定するため，津波を発生させる地震を複数想定し，そ

れぞれの発生についての年超過確率を推計する．さらに，

対象地域を設定し，想定地震による予想津波浸水高さを

GIS上で結合させることで，予想建物被害額を推計する．

その上で，損失額を降順で並べ替え，想定津波ごとの発

生の累積年超過確率を算出し，リスクカーブ作成に使用

する． 
 
(2) 地震発生確率の算出・想定津波発生の年超過確率

の推計 

 想定地震に対しては，a)地震発生確率，b)津波発生域

の組み合わせ，c)マグニチュードのばらつき，の3点に

おいて確率を計算する．この際の場合分けは図-2に示す

ロジックツリーで表現できる．各項目の計算方法につい

て説明する． 
a) 地震発生確率の算出 
本研究では，地震ハザードステーション(J-SHIS)によ

り公開されている「確率論的地震動予測地図」6)より，

BPT (Brownian Passage Time) 分布で算出した震源域別発生

確率を用いる．これにより年超過確率を算出するために

は式(1)を用いる． 

௜ܲ ൌ 1 െ ඥ1 െ ௡݌
೙  (1) 

ここで，Pi：震源 iの年超過確率 
pn：震源域の n年発生確率 
 

b) 津波発生域の組み合わせ設定 
想定地震発生の年超過確率 Pi を地震発生域の組み合

わせごとに分配する計算を行う．ここで地震発生域の組

み合わせとは，その地震が単独か連動かを考慮すること

を意味する．単独発生の場合の確率 PTiは式(2)，連動発

生の場合の確率PRiは式(3)で示される． 
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 (2) 
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ここで，ti：震源 iでの過去の単独地震発生回数 
Ai：震源 iが起因する過去の地震発生総数 

   ri：震源 iでの過去の連動地震発生回数 
 
連動地震の考え方として，例えば，震源 i での地震が

過去に 5回あり，うち 3回が単独での地震とされている

場合，震源 i単独の地震確率PIi = Pi × 3/5となる．また，

5回のうち 2回が隣接する震源域 i±1との連動地震であ

るとすると，震源 iが連動地震である確率PLi (i～i±1) = Pi × 
2/5 となる．この時，震源域 i±1 での地震の過去 5 回中

図-1 津波リスクカーブ作成フロー 

 

図-2 南海トラフ沖地震を想定したロジックツリー 
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2 回が連動地震であれば，連動地震 i～i±1 の確率 
PL (i～i±1) = Pi × 2/5 ＋ Pi±1 × 2/5と計算される． 
c) マグニチュードのばらつきの考慮 
前述した「確率論的地震動予測地図」では固有地震の

マグニチュードを 1つの値に限定しているが，現実には

1 つの値に限定されないと考えられることや，津波に対

してマグニチュードの影響が大きいことから，マグニチ

ュード分布幅を考える必要がある．「確率論的津波ハザ

ード解析の方法」では，マグニチュード分布幅を 0.3 と

0.5 に設定している．本研究においては，想定津波をよ

り詳細に区分するため，分布幅を 0.5 と設定する．分布

形は一様分布とした． 
 

 以上の 3項目を踏まえ，南海トラフ沖地震を想定する

と，図-3 に示す確率分布及びマグニチュード分布とな

る．南海トラフ地震が発生した場合に考慮する組み合わ

せとして，それぞれの震源域での単独発生，東海＋東南

海の連動，東南海＋南海の連動，三連動が考えられる．

文献や調査によれば，東海地震は過去に単独発生したケ

ースがなく，全て連動して発生している地震とされてい

る．そのため，津波発生域の組み合わせは東海地震の単

独発生を除く計 5 ケースとした．マグニチュード(Mw)分
布幅の中央値は，歴史上の最大 Mwを参考に設定した．

なお，三連動による最大 Mwは，内閣府で想定されてい

る最大のものであるが，これは，南海地震の断層のさら

に西側の断層が連動した四連動地震の場合を想定してい

る．この地震は，1000年に 1度起こるとされているため，

確率配分を 0.1%に固定し，残りを一様分布で配分した． 
 
(3) 予想建物被害額の算出方法 

リスクカーブの横軸となる被害額の算出方法につい

て説明する．本研究では建物被害のみを対象とする．算

出フローを図-4に示す． 
予想建物被害額PLは，対象地域の損傷率と建物価格

の積として式(4)で示される．本研究では，半壊は全壊

の7割の被害額と仮定する． 
PL = D・B   (4) 

ここで，D：建物の損壊率 
B：建物価格 
 

まず，(2)節で得られた想定地震による津波浸水高さ

をシミュレーションにより推計する．シミュレーション

には，津波シミュレーションシステム「TSUNAMI-
K(2011)」を使用した7)．次に，シミュレーションにより

得られた対象地域の津波浸水高さをGIS上で結合させ，

建物の損傷度を推計する．このときに重要なのは，津波

高さの高低によって建物が被害を受ける程度を算定する

ことである．本研究では，国土交通省による建物構造別

パックデータ8)に基づき，木造・非木造建物の全壊率・

半壊率Dを算出し，図-5に示すように損傷度を算定した．

なお，本研究で用いたシミュレーションでは，現存する

堤防などのハードを考慮していない．また，取り扱う建

物は簡略化のためすべて2階建てであると仮定している． 

次に，対象地域の建物価格Bを算出する．対象地域の

建物価格は，平成 17年度国土交通省河川局による都道

府県別家屋・家庭用品原単位 9)を使用し，メッシュ内の

延床面積との積を各メッシュごとの建物価格とする． 

図-3 想定地震の年超過確率及びマグニチュード分布 
 
 

図-4 予想建物被害額算出フロー 

 

 

図-5 全壊率・半壊率と津波高さの関係 
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3. 対象地域の建物被害額及びリスクカーブ推計 
 
(1) 対象地域 
本研究では，静岡県を対象として津波リスクカーブを

作成する．静岡県は県沿岸部全域で主として東海・東南

海地震による津波の溯上が予想されている．また，県西

部に位置する浜松市は標高が低いため，広域にわたる被

害が予想される．さらに県中央部に位置する静岡市は，

市街地が沿岸部に広がっているため，狭い浸水域であっ

ても甚大な被害発生が予想される．図-6 は，津波シミ

ュレーションにより推定した四連動 Mw＝9.1 における静

岡県西部から中央部にかけての津波浸水高さである．本

研究では，静岡県全体でのリスクカーブを作成するとと

もに，次章において浜松市，静岡市の 2市においても個

別にリスクカーブを作成する． 
 

(2) 静岡県全域での被害額算出 
 津波に伴う静岡県全域での予想建物被害額を式(4)を
用いて算出する．建物の木造・非木造の別は平成20年住

宅・土地統計調査10)の値を使用して比率を算出し，各メ

ッシュ内の建物に対してこの比率を割り当てている． 
算出結果を表-1に示す．三連動（四連動）地震が他の

地震と比較してかなり大きな被害額となった．これは，

津波が内陸へ広範囲にわたって遡上することが原因であ

る．一方で，Mwは同値であっても，波源域と対象地域

との位置関係により被害額が異なることが分かり，波源

域との距離が大きいほど被害額は小さくなっている．こ

れは，東南海＋南海地震による被害額に比べMwが小さ

い東海＋東南海地震による被害額の方が大きくなった推

計結果にも共通の原因であると考えられる． 
 
(3) 県全域でのリスクカーブ作成結果 
 算出した想定地震の予想建物被害額及び年超過確率を

用いて，津波リスクカーブを作成した．結果を図-7に示

す．本リスクカーブを用いることによって，建物被害額

発生の確率及び年間の津波の発生確率で予想される建物

被害額を定量的に把握することが可能である．例えば，

予想建物被害額が約14.7兆円になる確率は0.1%であるが，

約12.3兆円になる確率は約1%であるように，被害額と損

失発生の確率とのギャップが定量的に把握できる． 
 
 
4. 被害低減施策による効果の推計結果 

 

(1) 浜松市，静岡市を対象とした被害額分布 

 浜松市，静岡市の2市について，建物被害額の地図上

での分布を図-8と図-9に示す．図-8で示した四連動Mw＝

9.1での被害額分布をみると，2市いずれも広範囲にわた

って被害を受けることが分かる．特に，浜松市ではDID
の多くが被害を受けるため，被害額も大きくなることが

分かる．図-9の東海＋東南海地震Mw＝8.6と比較すると，

被害範囲がDID内に達する度合いが，浜松市の予想建物

被害額に大きく影響していることが確認できる． 
また，静岡市では，DIDの範囲は浜松市と比べて小さ

いが，沿岸部付近にDIDが広がっており，被害額が大き

くなる．特に，三連動Mw＝9.1による津波浸水域はDID

図-6 四連動Mw＝9.1における津波浸水高 
 

 

表-1 県全域の予想建物被害額 

単位：億円

 

図-7 県全域の津波リスクカーブ 
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のほぼ全てに及んでおり，都市機能が長期にわたって停

止するなどの問題が懸念される． 
 
(2) 被害低減策による効果の推計 
 津波リスク低減策として以下の2つのシナリオを設定

し，浜松市，静岡市についてそれぞれ被害低減効果をリ

スクカーブ上に示す． 
 第1の施策として，津波堤防の整備を考慮する．2市に

おいて7mまでの津波を防御可能な堤防を整備した際の

効果を検証する． 
 第2の施策として，危険地域からの人口移転を考慮す

る．木造・非木造ともに建物の100%が全壊する津波浸

水高7m以上の範囲内には人が住まないことを仮定する．

対象とする地震は，三連動Mw＝8.9の場合とした．以上

の2つのシナリオによる効果を図-10，図-11に示す． 
 浜松市における被害低減策の効果は，人口移転による

建物被害額の低減が顕著に見てとれる．これは，三連動

Mw＝8.9における7m以上の津波浸水範囲が広範囲にわた

っているためである．人口移転を行うことでほぼ津波被

害を免れることが可能となるが，この施策を全面的に導

入することは現実的とは言えないため，堤防による被害

低減効果を踏まえた上で，実際の施策を検討する必要が

ある．本研究で作成したリスクカーブはこのような議論

を行う際の1つの有効な指標となり得る． 
 静岡市における被害低減策の効果は，浜松市と比べる

と低減額は小さいが，低減策実施後に建物被害額1兆円

前後における確率が大きく変化しているという特徴があ

る．本研究で作成したリスクカーブを用いて，このよう

な確率の不連続点を明確化することで，着目すべき災害

の規模を明確にし，規模別に講じる施策を検討すること

が可能になる． 
 
 
5. おわりに 

 
本研究は，東日本大震災を契機として検討のニーズが

増している津波のような低頻度メガリスク災害について，

確率論的手法を用いて津波リスクカーブを作成する手法

を開発した．さらに南海トラフ沖地震を想定した静岡県

での津波被害を推計し，静岡県全域，浜松市，静岡市，

での予想建物被害額の推計及びリスクカーブを作成した．

また，被害費用低減策を講じた場合の浜松市及び静岡市

図-8 四連動Mw＝9.1における被害額分布 
 

 

図-9 東海東南海Mw＝8.6における被害分布 

 
図-10 浜松市におけるリスクカーブ 

 

 

 
図-11 静岡市におけるリスクカーブ 
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におけるリスク低減効果を検討した． 
本研究の成果としては以下の2点が挙げられる． 

1) 浜松市は三連動（四連動）地震により低地である市

街地周辺に被害が及ぶことがわかり，その脆弱性が

明確になった． 
2) 静岡市は沿岸部に都市機能が集約されているため，

三連動（四連動）地震に比べ小さな地震に対しても

都市機能への被害が発生する可能性があることが分

かった． 
本研究の課題としては以下の3点が挙げられる． 

1) 直接被害の項目として建物のみを考慮しているが，

インフラや産業基盤などの他の被害も考慮すること

で，より包括的に被害規模を示すことができる． 
2) 現存する防災インフラを全く考慮していないため，

現時点で防御可能な想定地震が存在するにもかかわ

らず，過大な被害予測となっていることが考えられ

る．過大な被害予測は自治体や住民を混乱させ，冷

静な議論の妨げになるため，現状の防災インフラを

考慮し分析を行う必要がある． 
3) 本来であれば，地震発生から津波襲来までを考慮し

た上で被害を推計しなければならない．津波リスク

カーブに加え，地震リスクカーブを算出し統合評価

することが可能になれば，地震に起因するリスクを

より包括的に表現することが可能となる． 
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